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小田原市自治基本条例（素案）への意見とそれに対する市の考え方 

 

条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

全般につい

て 

なぜ条例なのか。 自治基本条例は、本市における自治を推進するための指針

となる大切なものです。そのため、地方自治体の法律である

条例によって定めるものです。また、条例で制定を図ること

によって、市民の代表として選ばれた議員で構成される市

議会で審議されることとなり、制定の可否も含めて最も民主

的な手続きによって制定が図られることになります。 

 条例により、何が変わるのか。何か制

約や義務が発生するのか。（この条例

の用途、権威がよくわからない。） 

本条例が制定され市民や議会、行政（市の執行機関）が条

例の趣旨を実践することによって、市民の力が、より一層ま

ちづくりに発揮される環境が整っていくと考えています。ま

た、市民に制約や義務が発生するものではありません。 

 もっと時間をかけるべきだ。なぜ、他の

自治体の条例を参考にしないで、骨子

案を作成したのか。 

平成 21 年 5 月のキックオフフォーラム以来、オープンスクエ

ア（公開検討会）を 11 回、各種団体との意見交換会を 6 回、

プレ検討委員会を 4 回、検討委員会を 28 回開催するなど、

広く市民意見の聴取を行う中で、約 1 年半となる時間をか

け、集中的に策定作業を進めてきました。 

「他市の事例を参考にしなかった」件については、検討委員

会の検討のあり方として、他市等の条例を参考にするので

はなく、本市の市民が普段から考えている課題や思いを集

約することで、本市に適した骨子案を作るという方針で行わ

れたものです。 

 パブリックコメントやオープンスクエアの

少数の市民意見だけではなく、より多く

の市民と意見交換を行うべき。 

策定過程において十分な市民意見の把握に努めてきました

が、市民の理解をいただくよう、今後も周知に努めていきま

す。 

 意見募集期間が短い。 意見募集は、平成 22 年 10 月 1 日～15 日までの 15 日間行

いました。 

パブリックコメントの期間については、実施に当たっての統

一的な基準などを今後改めて検討します。 

 骨子案には、委員長の自治理念がか

なり大きく反映されている。 

検討委員会では、委員同士の活発な意見が出される中で

議論が進められており、委員長の考え方が過大に反映され

たとは考えていません。 

 子どもの権利の保障についても、きち

んと条文化して欲しい。 

本市の自治基本条例は、まちづくりの目標を掲げ、それに

向かって自治の担い手が行うべきことを指針としてまとめると

いう形で整理したもので、この中で子どもの権利の保障を特

に規定することは適当でないと考えます。 

 「住民」と「市民」の明確な定義を示して

欲しい。 

「住民」は、「市内に住所を有する人（個人）」を指します。

「住民」と「市民」の違いについては、改めて逐条解説に記

載します。 

 「市」の意味が曖昧。 「市」は、議会と市の執行機関を指します。第 2 条の定義に

「市」の定義を追加します。 

 小田原独自の部分を示して欲しい。 本案の基となった骨子案はオープンスクエア（公開検討会）

などの機会を通して多様な市民意見を聴取して作成されて

おり、そして、その結果として本案は、地域活動など市民の

活動について重点を置いたものとなりました。この作成の過

程の市民意見を聴取する方法と、市民の活動に重点を置い

たものであることが、本市の自治基本条例の特徴です。 
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条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

 国が進めようとしている「地域のことは

地域に住む住民が責任を持って決め

られるようにする」という主旨と、この条

例の基本的な考えは違うのではない

か。 

本市の自治基本条例で目指すものは、市民力を生かし、自

治の担い手が協働することを基本とした自治（市民自治）の

推進であり、地域住民が主体的なまちづくりを進めていくこと

に他ならないと考えます。 

 自治基本条例とは、憲法と同じで行政

（権力を持つサイド）の権力濫用を戒

め、住民側の権利を保障するものでな

ければならない。 

自治基本条例の考え方は、制定自治体により様々となって

います。本案では、市長の権限の適切な行使についても規

定していますが、大きな考え方として、市民や議会、市の執

行機関という自治の担い手の役割を明確にして、それぞれ

が力を十分に発揮し協働してまちづくりを行っていくことが

重要であるという考え方で作成しています。 

 市民の自治意識をどう育てるかが、重

要な課題になる。 

市民の自治意識の気運を盛り上げていくため、今後も条例

の周知と実践に努めていきます。 

 市民の権利保障や行政機関の責務を

明確に示して欲しい。 

市民がまちづくりに参加する権利は自治基本条例の有無に

関わらず、市民にとって既得のものであり、本案では、その

権利を生かすための規定を記載しています。また、行政の

責務は第 11 条（市長の責務）、第 12 条（市の執行機関の責

務）で規定しています。 

 この条例の内容では、極一部の団体の

運動に市民生活が左右されてしまうよう

に思う。 

本案は、市民や議会、市の執行機関という自治の担い手の

役割を明確にして、それぞれが力を十分に発揮し協働して

まちづくりを行っていくことが重要であるという考え方で作成

しており、一部の団体に市民生活を左右されることになると

は考えていません。 

 条文の文章表現が曖昧。 この条例は、制度を定めたり、制約や義務を課す、といった

性格のものではありませんが、市長や市の執行機関に対し

ての条項等については、義務規定か、若しくは努力義務を

より強調する表現としています。 

 条文では「努めなければならない」とい

う努力目標では今までと何も変わらな

い。「～する責任がある」、「～する義務

がある」のような表現にすべき。 

この条例は、制度を定めたり、制約や義務を課す、といった

性格のものではありませんが、市長や市の執行機関に対し

ての条項等については、義務規定か、若しくは努力義務を

より強調する表現としています。 

 この条例（素案）には、具体性がない。 本市の自治基本条例は、市民や議会、市の執行機関という

自治の担い手の役割を明確にして、それぞれが力を十分に

発揮し協働してまちづくりを行っていくための指針となるべき

ものであり、具体的な施策等は示していませんが、条例の施

行後、様々な分野で条例の趣旨に基づいた具体的な施策

が行われることになります。 

 市は、市民に市政参加のための機会を

保障することが、市民との最善の協働と

考えれば良いのではないか。 

第 16 条において、市の執行機関は、市政参加の拡充に努

めることとしています。 

前文につい

て 

「自治会活動」は、市民活動の一部分

であるので、条例で特記するべきでは

ない。 

自治会は、本市のまちづくりに欠かすことのできない様々な

活動を行っています。しかし、その他にも多くのまちづくりを

担う市民活動が行われていることから、自治会が主な担い

手であるという表現は修正します。 

 「地域主権」は特定政党のマニフェスト

の言葉であり、条例に用いるのは不適

切。 

 

ご意見の趣旨を踏まえて修正します。 
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条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

 「～求められている」という言葉が重複

して使われていて、違和感がある。もっ

と自主的な意思を表現する条文にして

欲しい。 

ご意見の趣旨を踏まえて修正します。 

 「持続可能な」という表現は、なくても良

いのではないか。 

ご意見の趣旨を踏まえて修正します。 

 「お互いに～」というのは、誰を指して

いるのか。 

ご指摘の箇所については、主語が明確になるように修正し

ます。 

 「自治の担い手」を定義すべき。 自治の担い手は、「市民」「議会」「行政（市の執行機関）」と

していますが、分かりやすくするために前文にその旨の記載

を追加します。 

 「それぞれの役割を果たさなければな

らない」という表現は、断定的、命令

的。 

自治の担い手が協働してまちづくりに取り組んでいく強い決

意を表現したものですが、ご意見を踏まえて修正します。 

 小田原らしさを取り入れた前文にして

欲しい。市民に周知する意味でも、市

民公募をすべき。 

市民の自発的な活動がまちを支えてきたことを表現するな

ど、小田原の特性を踏まえた前文であると考えています。 

 前文の冒頭には、大きな理念・理想を

掲げた方が良い。 

市民力を生かし、自治の担い手が協働することで、市民が

生き生きと暮らし続けることができるまちとするという、本市の

自治基本条例が目指すまちづくりの理念が適切に表現され

ていると考えています。 

 「まちを支えるものとして一翼を担って

きた。」は、冗長なので削除したほうが

よい。 

分かりやすく適切な表現であると考えていますが、ご意見の

趣旨を踏まえて一部修正します。 

 「これまでのまちづくりの取組」は「これ

までの自発的な活動」に変更したほう

が良い。まちづくりという言葉は、別途

定義が必要。 

分かりやすく適切な表現であると考えています。なお、「まち

づくり」とは、「市民がより一層生き生きと暮らし続けることが

できるまちとするために行われるあらゆる活動、及び事業」と

していますが、これについては、改めて逐条解説に記載しま

す。 

 「まちをつくる担い手」は、「まちを支え

る担い手」に変更したほうが良い。 

分かりやすく適切な表現であると考えています。 

 「小田原における自治の基本的な考え

方を明らかにし」は、「小田原の自治に

ついて基本的な考え方をあきらかにし」

に変更したほうが良い。 

分かりやすく適切な表現であると考えています。 

第２条（定

義）につい

て 

「市民」の定義の中の「活動を行う個

人」とは、どのようなものを想定している

のか。 

市外在住の方が本市のまちづくりに関わる活動（例えば、海

岸や河川の清掃活動など）に参加することを想定していま

す。 

 「市民」の定義の中の「その他の団体」

とは、どのようなものか。定義するか、削

除すべき。 

 

法人格を持たない団体を想定しています。 

 市民かどうかは、どのように判断するの

か。 

本案における市民とは、本市に関わる個人、団体を広く市

民ととらえています。 

 「市民」には、他市から通勤している人

や観光客、また外国人も含まれるの

か。 

第 2 条の定義のとおり本市への通勤者や本市に居住する外

国人も市民となりますが、観光客は市民には含まれないと考

えています。 
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条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

 「行政」という言葉が一般的なので、「市

の執行機関（行政）」と括弧で加えた方

がわかりやすい。また「市の執行機関」

に職員は入るのか。 

分かりやすくするために、前文では「行政」という用語を使用

していますが、一般的な概念の中で、「行政」という言葉に

は、警察署や保健所なども含まれるため、条例本則では、

曖昧さを避けるために使用しないようにしています。職員

は、市の執行機関の構成員です。 

 「市民力」を「市民が本市をより良いま

ちにするという意識を共有し、自らの判

断と責任により、地域に貢献しようとす

る行動力」と定義することを提案した

い。 

「地域に貢献しようとする行動」という考えは大切なことであ

り、「本市をより良いまちにする」ことに通ずるものと考えま

す。また、「市民力」の定義では、その前段となる、「先ず思

い、立ち動くこと」も含めて定義しています。 

 分任の定義が曖昧。 「協働」は、市民と市民あるいは市民と行政（市の執行機関）

等が、それぞれの持つ特性を生かし、役割を分けてそれぞ

れが別の行動をする場合も想定しており、そのような形態を

「分任」と表現しています。なお、「協働」については、改めて

逐条解説で説明します。 

 力を存分に出し合い、協力し合うとは、

目的とする「個別事案」の責任（労力及

び予算）も市民が分担すべきであると

いう意味か。 

「個別事案」の内容によりますが、市が行うべき事業の費用

を、協働を行う市民が分担するということは想定していませ

ん。 

 「協働」で、「自治を担う主体が尊重と

信頼関係を元に役割と責任を分担し

～」とあるが、対象が曖昧。 

ご意見の文章は骨子案に近いものですが、本案では、骨子

案の考え方を尊重しながら、改めて定義の文章を整理して

います。 

 「役割と責任を分任」という表現は、戦

前の労働奉仕を連想する。 

役割や責任を強要するものではなく、できる範囲で協力し合

うという趣旨です。 

 「地域活動」の「まちづくりにつながる活

動」とは、どのような活動を想定してい

るのか。また、「市民活動」は積極的に

意識を持って活動できる市民だけが、

自己の関心事項に対する利益を享受

できるようになるということか。 

まちづくりにつながる活動とは、例えば「河川の清掃活動」な

ど公共的なものを想定しています。第 7 条第 2 項の「市民活

動を行うものに対してその活動の実情に応じた支援を行うよ

うに努める」という規定は、あくまでも公共的な活動への支援

であり、特定の者だけに利益をもたらすような活動を含むも

のではありません。 

 地域活動の定義の中で、「その区域内

のまちづくりにつながる活動」は、「その

区域内の活動」に変更したほうが良

い。 

本条例における地域活動とは、まちづくりにつながる公共的

な活動に限定することが適当と考えます。 

 市民活動の定義の中で、「自発的に行

われるまちづくりにつながる活動」は、

「自発的に行われる活動」に変更した

ほうが良い。 

本条例における市民活動とは、まちづくりにつながる公共的

な活動に限定することが適当と考えます。 

 「まちづくり」に関して、「市民（行政、議

会を含む）の活動すべてであるが、全

市域を住みやすくする活動を「まちづく

り」と呼ぶ。」等と定義すると良い。 

まちづくりという言葉が意味するものとしては、「市民がより一

層生き生きと暮らし続けることができるまちとしていくことにつ

ながる、あらゆる活動」をいうと考えていますが、一般的に明

確な範囲の規定がなく、時代によって変っていくことも予想

されるため、定義付けをせずに、逐条解説で説明することと

します。 

 

第 3 条（基

本理念）に

ついて 

「市民自治」とは、どのようなものか。 「市民自治」とは第 3 条のとおり、「市民力を生かし、本市の

自治の担い手（市民、議会、行政（市の執行機関））が協働

することを基本とした自治」です。 
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条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

 行政と市民による協働をして、「市民自

治」と定義しているのか。 

「市民自治」とは第 3 条のとおり、「市民力を生かし、本市の

自治の担い手（市民、議会、行政（市の執行機関））が協働

することを基本とした自治」です。 

 「市民自治」と「本市における自治」の

違いは何か。 

「自治」には、①自分たちが住む身近な領域を市民自身で

行うもの、②市民同士や市民と議会、行政（市の執行機関）

などが協働で行うもの、③議会や行政（市の執行機関）が行

うもの、以上３つが組み合わさっているものと考えています。

本案では、この①～③の全てを「本市における自治」とし、

②を「市民自治」と表現しています。 

第４条（条

例の位置付

け）につい

て 

他の条例等は、本条例との整合を図ら

なければならないとあるが、具体的に

はどのような事例を想定しているのか。 

例えば「住民投票」に関する条例を制定するということにな

れば、第 17 条第２項に基づき、行政（市の執行機関）は課

題について住民が判断するに足る十分な情報を公正に提

供するという内容を規定することが想定されます。 

 本条例と整合していない制定済の条例

や規則、本条例に規定されていない実

施機関が、これから定めようとする条

例、規則等は制限されないのか。 

既定の条例等もその改廃や運用に当たり、この条例との整

合を図ることになります。なお、第 4 条第 2 項の「他の条例

等」は、議会と市の執行機関の条例等のことです。 

 「市の執行機関は、既存の条例がこの

条例に整合しているかを定期的に見直

し、議会に報告しなければならない。」

というものがなければ、効果が半減す

る。 

本条例施行後、第 4 条第 2 項の規定に基づき、既定の条例

等の見直しを図ることになります。 

 どの条例も遵守すべきものなので、こ

の規定は削除すべき。 

本条例が、本市の自治を推進するための基本的な指針とし

ての位置付けであることを明確にするために、規定するもの

です。 

 ここで規定されている「自治」とはどのよ

うなものか。 

「自治」には、①自分たちが住む身近な領域を市民自身で

行うもの、②市民同士や市民と議会、行政（市の執行機関）

などが協働で行うもの、③議会や行政（市の執行機関）が行

うもの、以上３つが組み合わさっているものと考えています。

第 4 条で規定しているものは、この①～③の全てです。 

第５条（市

民の役割）

について 

市民の中には、活動できる市民、事情

があって活動できない市民、市政の現

状に多少不満があっても市政に参加ま

ではしようと思わない市民等がいるの

で、すべてを「自治の担い手」として同

じように位置付けない方がよいのでは

ないか。 

様々な立場・考え方の市民がいる中で、全ての市民に自治

の担い手を強要するものではなく、可能な範囲で少しずつ

でもまちづくりに関心を持ち、関わっていただきたいと考えて

います。 

 「自ら解決すべき課題」とは、具体的に

は何を指しているのか。 

第 5 条第 2 項は、「自分で解決できることは自分で解決に努

め、自分で解決できないことは、その内容に応じて、地域活

動や市民活動、あるいは、市・県・国によって支える」という

趣旨を規定したものです。「自ら解決すべき課題」とは、例え

ば身の回りで発生する個人で解決することができる問題を

想定していますが、自明のことでもあり、この条項は見直しま

す。 

 「～努めるもの」とあるが、努めないとど

うなるのか。 

「努めるものとする」等の努力規定については、文字通り努

めて欲しいという意図を込めたものです。努めないことに対

して罰則や不利益が発生するものではありません。 
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条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

 市民の役割は、第５条のとおりで良い。 自治基本条例を本市の自治の進め方の基礎として市の施

策を進めていきます。 

 「市民の役割」とは、具体的に何をする

べきなのか。 

身近な例としては、自治会等が行う清掃活動や防災訓練等

への参加などが考えられます。 

 市民が強く意識するように、「市民の役

割」ではなく、「市民の責務」としたらどう

か。 

全ての市民に、可能な範囲でまちづくりに参加して欲しいと

いう意図を込めていますが、それは強制ではなく、あくまでも

市民の自発的な意思で行っていただくものであるため、本

案では、「市民の役割」としています。 

 市民の権利の保障が全く書かれていな

い。 

市民がまちづくりに参加する権利は自治基本条例の有無に

関わらず、市民にとって既得のものであり、本案では、その

権利を生かすための規定を記載しています。 

 規定はすべて不要。市民が自己の持

つ力や時間をいかに使おうと、それこ

そ市民の勝手。 

市民がより一層生き生きと暮らし続けることができるまちの実

現には、自治の担い手（市民、議会、行政（市の執行機関））

の力がまちづくりに十分に発揮されることが不可欠であると

考えています。第 5 条では、市民の力が十分に発揮される

ために市民の役割を明確にしています。 

 「市民の役割」ではなく、「市の尊重義

務」とし、市政に参加しようとする市民

の意思を、市が可能な限り尊重するも

のとすれば良いのではないか。 

市民の意思が尊重されるのは当然のことですが、今市政に

参加しようとする市民だけでなく、今は無理でも将来は参加

できるようになる等の市民も含めて、より多くの市民に可能な

範囲でまちづくりに参加して欲しいという意図を込めて、「市

民の役割」としています。 

第６条（地

域活動）に

ついて 

「自治会が地域活動の主たる担い手

～」という部分に疑問を感じる。 

自治会は、本市のまちづくりに係る様々な活動を行っていま

す。しかし、その他にも多くのまちづくりを担う市民活動が行

われていることから、自治会活動が主な担い手であるという

表現は修正します。 

 各自治会は任意団体であり、一般市民

の地域で活動する文化活動などのグ

ループと同じ位置付けであるはずなの

に、自治会を「主たる担い手」と謳うこと

に疑問を感じる。また、自治会を自治

の基本に据えると読めるが、規約等が

存在しないような自治会という組織を自

治の根幹と位置付けるのはふさわしく

ない。 

自治会は、本市のまちづくりに係る様々な活動を行っていま

す。しかし、その他にも多くのまちづくりを担う市民活動が行

われていることから、自治会活動が主な担い手であるという

表現は修正します。 

 地域活動の主体を自治会に置くこと

で、新しい地平を切り開けるかが疑問。

自治会を含め地域コミュニティを再編

成して、「地域の問題は地域で解決す

る」という項目を入れて欲しい。 

自治会は、本市のまちづくりに係る様々な活動を行っていま

す。しかし、その他にも多くのまちづくりを担う市民活動が行

われていることから、自治会活動が主な担い手であるという

表現は修正します。 

また、地域の問題を地域で解決するために、地域活動と市

民活動等の連携・交流が必要と考えており、それを第 8 条

（活動を行うもの相互の連携）で規定しています。 

 「身近な生活に関する課題」とは、具体

的にどのようなことか。 

例えば、ごみステーションがカラス等に荒らされることなどが

考えられます。 

 第６条第２項の規定は違法なので、削

除すべき。 

自治会は、本市のまちづくりに係る様々な活動を行ってお

り、その役割を本条例で明確にすることは違法でないと考え

ます。ただし、その他にも多くのまちづくりを担う市民活動が

行われていることから、自治会活動が主な担い手であるとい

う表現は修正します。 
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条 ご意見・ご提案の内容 市の考え方 

 自治会と市の関係は、どのようなもの

か。 

自治会には、広報紙の配布の一部を委託するなど、市役所

の業務の一部を担っていただいています。 

 市民及び市の執行機関の支援先は、

自治会ではなく個人及び団体になって

いるのは変ではないか。 

「地域活動を行う個人及び団体」には、自治会も含まれま

す。 

 自治会を議会化しないと、一部の自治

会役員と市長で物事が決められ、住民

多数の意見が反映されないのではな

いか。 

各自治会が抱える課題の解決等について、本条例で一律

に規定することは適当でないと考えます。 

 自治会役員の責務が重すぎると感じ

る。 

各自治会が抱える課題の解決等について、本条例で一律

に規定することは適当でないと考えます。 

 自治会は、非加入者の問題、役員・行

事の硬直化など、たくさんの問題があ

り、自治活性化の活動が必要と感じる。 

各自治会が抱える課題の解決等について、本条例で一律

に規定することは適当でないと考えます。 

 自治会の定義がなされていない。 自治会は、一定の区域に居住する人々による任意の組織で

す。逐条解説で説明します。 

 各地域の実情に応じた支援を行うに

は、お金の支出については計画書、支

出明細、領収書添付等の提出を義務

づけるべき。 

本条例の施行後、地域活動等への支援を行うに当たって

は、ご意見の趣旨を踏まえて適切に運用していきます。 

 市の執行機関は、支援活動をどの様に

考え行うのか。 

本案では、各地域の実情に応じた支援の必要性を規定して

おり、具体的な方法については、条例の施行後、検討して

いきます。 

 「地域活動」と「市民活動」の定義が分

かりにくい。 

定義については第 2 条のとおりですが、逐条解説でより分か

りやすく説明します。 

 ３項は、「市民及び～」とあるが、「市の

執行機関が～」とした方が、よい。 

地域活動や市民活動を、市民も市もみんなで応援していこ

うという趣旨としています。 

 条例によって、自治会の立ち位置はど

うなるのか。 

条例によって自治会の位置付けが変わることはありません。

条例に自治会の役割が規定されることによって、身近な地

域活動として、市民が自治会を見つめ直す機会になると考

えています。 

第７条（市

民活動）に

ついて 

「地域活動」を狭義の市民活動とし、そ

れ以外の全市的な活動を「市民活動」

と規定しているのか。 

「地域活動」と「市民活動」の定義は第 2 条のとおりです。逐

条解説でより分かりやすく説明します。 

 「市民活動」に行政が期待することは何

か。 

魅力的で活力あるまちづくりの原動力として不可欠なものと

考えています。 

 市民活動の無償で出来る範囲を超え

た分について、有償の支援を行うという

ことか。それは、議会の予算承認権を

侵害しているのではないか。市民活動

は、自主的に自助努力を無償で行うこ

とが基本であり、市の執行機関による

公的な費用や人材の投入による支援

はするべきではない。 

本案では、活動の実情に応じた支援の必要性を規定してお

り、具体的な方法については、条例の施行後に検討してい

きます。また、予算を伴う施策は議会の承認を得て行うこと

になります。 

 市民の役割を果たそうとしている市民

に対して、何らかの要請があれば、行

政は支援するということを記載して欲し

い。 

市民及び市の執行機関は、市民活動の実情に応じて支援

を行うよう努めることとしています。 
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 市民活動に期待されていることは、ネッ

トワーク化することだと思う。この条例も

そのような未来型の条例になれば良

い。 

活動者間の連携は必要なことだと考えており、第 8 条（活動

を行うもの相互の連携）として規定しています。 

 第７条の１項は、「市民が市民活動に

参加することで、魅力的で活力のある

まちとなる。」のように義務ではなく、状

態を記述すれば十分。 

状態を示すだけではなく、魅力的で活力あるまちをつくるた

めにどのようにすべきなのかを規定する必要があると考えま

す。 

第８条（活

動を行うも

の相互の連

携）につい

て 

市民活動や地域活動に市の執行機関

が参加することは、予算の直接的執行

が伴わないものでも、公平かつ公正に

機会が保障されていると判断できない

場合も想定され、市民活動や地域活動

が行政に依存する可能性を高くし、市

の執行機関の負担を重くする懸念があ

る。 

第８条の趣旨は、連携を促進するための機会の提供やコー

ディネーター的な人材の育成に努めることなどで、直接活動

へ介入するというものではありませんが、ご意見のとおり、市

の執行機関が関わることで、市民活動や地域活動の自立性

を損なうことのないように配慮が必要と考えています。 

 人材育成など市が市民活動に介入し

過ぎると、活動の自立性を損なうので

はないか。 

第８条の趣旨は、連携を促進するための機会の提供やコー

ディネーター的な人材の育成に努めることなどで、直接活動

へ介入するというものではありませんが、ご意見のとおり、市

の執行機関が関わることで、市民活動や地域活動の自立性

を損なうことのないように配慮が必要と考えています。 

 市民活動家の多くは、地域活動に参加

しておらず、地域をあまり知らない人が

市民活動を行っているように思う。そう

いう状態では、連携、交流は難しい。 

市民活動と地域活動の連携を図るために、第 14 条（まちづ

くりに必要な情報等の共有及び活用）を規定しています。 

第９条（自

治の担い手

の育成等）

について 

市民による自治は、市民の自発的な意

思と行動に裏付けられるべきもので、

市の執行機関が人材の発掘や育成に

関与することは、健全な市民自治を阻

害するだけ。 

市民の自主性を尊重しつつ、自治の担い手の育成などに

市が関わることは必要なことだと考えていますが、ご意見を

踏まえ、より分かりやすい表現に修正します。 

 自治の担い手は市民であると思うが、こ

の条例では特定の学んだ市民だけが

自治の担い手であると読み取れる。 

全ての市民が自治の担い手であると考えていますが、ご意

見を踏まえ、より分かりやすい表現に修正します。 

 この条例には、具体的にどうやって自

治意識を育てるのかが、明確にされて

いない。自治を学ぶためには、「自治

学習センター」のような住民自治につ

いて学習する組織を作る必要がある。 

本条例の施行後に、具体的な取組を検討していきます。 

 第９条前段はカットして、「自治を学ぶ

ための機会を積極的に創出するため

に取り組むようにする。」で良い。 

ご意見の趣旨も踏まえて、第 9 条を見直します。 

 十分な社会経験のない子どもに、行政

主導による学びの機会を提供すること

は、行政による教育行政への介入とな

り、一定の目的と効果を示さなければ、

法令違反となる可能性があるのではな

いか。 

 

市が子どもに対して、まちづくりに参加する機会やまちづくり

を学ぶ機会を提供することは必要なことという趣旨ですが、

より分かりやすい表現に修正します。 
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 将来の自治の担い手について、子供

の育成を加えたことは非常によいことだ

と思う。家庭力・家族力といった部分に

ついての育成も必要になると思う。 

自治基本条例を本市の自治の進め方の基礎として市の施

策を進めていきます。 

家庭力や家族力が大事ということは、ご意見のとおりと考え

ます。 

第１０条（議

会及び議員

の責務等）

について 

議会をどのように位置付けるのかが規

定されていない。この条例に規定して

いない議会の責務を制定することは、

条例としての整合性がないのではない

か。 

ご意見の趣旨を踏まえて修正します。 

 「４．議会及び議員は、市政に関する最

終決定機関であることを認識し、議会

の審議に当たっては、その認識のもと、

真摯な態度で審議に努めるものとす

る。」この内容を追記したほうがよい。 

議会運営に関する内容については、先ずは議会において

検討されるべきものと考えます。 

 「５．議会及び議員は、議会の決定が

最終決定であることから、議員としての

行動に責任を持つ必要がある。このた

め議会の採決に際しての行動を市民

に公にすることにより議会での議員活

動を透明化すること。」この内容を追記

したほうがよい。 

議会運営に関する内容については、先ずは議会において

検討されるべきものと考えます。 

 「６．議会は議論の場であることを認識

し、議案に対する賛否をそれぞれの立

場から自由に討議し、議論を通して議

案に対する認識を深めるものとする。」

この内容を追記したほうがよい。 

議会運営に関する内容については、先ずは議会において

検討されるべきものと考えます。 

 「７．議会及び議員は、行政側に反問

権を付与することにより議会を、議員と

の自由闊達な議論の場とすること。」こ

の内容を追記したほうがよい。 

議会運営に関する内容については、先ずは議会において

検討されるべきものと考えます。 

 「８．議会及び議員は、現在の地方自

治法で認められている公聴会や参考

人制度を積極的に活用し、議会外の意

見を積極的に求めるものとする。」この

内容を追記したほうがよい。 

議会運営に関する内容については、先ずは議会において

検討されるべきものと考えます。 

 議会は、政策についての議員相互の

論議を公開したり、市民への情報提供

を速やかに行うことが必要だと思う。議

員は、市民との対話の機会を作り、地

域の市民の声を聴取し、問題がある場

合は速やかに調査し報告することを義

務付けたらよい。 

ご意見の趣旨は、第 1 項及び第 2 項で規定しています。 

 現在検討している議会基本条例との整

合性を図らなければいけない。その意

味で、市民としての立場から議会に義

務付けるべき内容を規定することが必

要ではないか。 

 

議会運営に関する内容については、先ずは議会において

検討されるべきものと考えます。 
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第１１条（市

長の責務）

について 

「その権限を適切に行使」は不要では

ないか。また、市長の権限を明確にす

べき。 

市長は強い権限を持っていることから、適切な行使が必要

であると考えます。市長の権限については、逐条解説で説

明します。 

 「議会の理解を得るよう努めなければな

らない」と規定しているが、通常の職務

の範囲内のことであり、規定するまでも

ない。 

市長は強い権限を持っていることから、二元代表制の趣旨

を十分に踏まえて市政運営を行うことが大切と考えます。 

第１２条（市

の執行機関

の責務）に

ついて 

第 16 条に規定されている条文の趣旨

だけで市民の市政参加の目的を示す

ことができるので、市の執行機関が負う

べき責務を定めなくてもよいのではな

いか。市民の自発的な意思を尊重す

べき。 

市民、議会、行政（市の執行機関）という自治の担い手の役

割と責務を体系的に整理することは、自治基本条例を制定

する大きな目的の一つであり、ここでは「市の執行機関の責

務」として記載したものです。 

 「誠実に対応するよう努め～」とは、応

対のことを言っているのか、それとも政

策の実現のことを言っているのか。 

応対も含めて、意見等に対して真摯に対応することの必要

性を規定しています。ただし、寄せられた全ての意見等の実

現を前提として対応するのではなく、意見を真摯に受けとめ

た上で、意見の種類や内容に応じて適切に対応することが

必要と考えています。 

 市の執行機関および市職員は、業務

の範囲を明確にし、出来ることと出来な

いことを明確にすることが必要。また、

苦情についても処理の仕組みを明示

し、それを排除するのではなく上手く自

治に反映するようにしたらよい。 

公共の概念も時代とともに変化するため、市の業務範囲の

すべてを規定することは適当でないと考えます。なお、市に

寄せられる苦情については、排除するものではなく、可能な

ものは市政に反映しています。 

第１３条（市

職員の責

務）につい

て 

市の職員は、市長が目指す市政の実

現のため、行政のプロとの認識を持

ち、政策実現のため、政策を立案し議

会の協力を得る努力が必要だと思う。 

市民との協働を念頭に置いた職員の責務を規定していま

す。 

 市職員は市の執行機関を構成している

存在であり、分離して規定するのであ

れば、その理由を説明して欲しい。 

本条例において、市民と行政（市の執行機関）等との協働は

大きな柱であるため、実際の現場で市民との協働に携わる

職員のあり方を規定することが重要と考えています。 

第１４条（情

報の共有及

び活用）に

ついて 

市の個人情報保護条例に違背する事

項については、その都度関係者と協議

し、情報の適切な運用に努めるべきも

のであり、市の執行機関であったとして

も、個別事項を条例や規則で定めずに

本条例で対処することは、既に定めた

条例に違反する。 

第 14 条の内容は、本市の個人情報保護条例に反するもの

ではないと考えます。 

 「市民及び市は、・・・相互に提供し、共

有し、及び活用」とあるが、市民と市で

は情報の所有の形態、量があまりにも

違う。個人情報の取り扱いに注意する

のはもちろんだが、市が保有する情報

の積極的な公開を義務付けるべきでは

ないか。 

市が保有する情報の積極的な公開については、既に本市

の情報公開条例で規定しています。ここでは、市も市民もま

ちづくりに関する情報等を提供し合い、共有し、活用するこ

とが大切であるという視点で規定しています。 

第１５条（個

人情報の適

正な取扱

市の個人情報保護条例を援用すれば

足りるので、本条文は必要ない。 

市の個人情報保護条例では、主に実施機関における個人

情報の保護について規定しています。ここでは地域活動や

市民活動を行う際の個人情報の取扱いや、個人情報が安
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い）につい

て 

心して提供されるような環境の醸成について規定していま

す。 

 個人情報の保護についても、行政情報

の個人情報保護の守秘義務違反の懲

罰を明確に規定するべき。 

本市の個人情報保護条例で規定しています。 

 市民の側も市民活動、地域活動に関

する場合の個人情報の取り扱い方に

ついて用件別に当事者が協議して決

定するというような項目が必要。 

条例の性格上、具体的な運用に係ることまでは規定してい

ません。具体的な運用については、条例の施行後、その趣

旨に基づいた取組を行う際に検討することになります。 

第１６条（市

政参加）に

ついて 

政策の立案等にかかる意思決定に、住

民以外の市民に参加する権利を与え

る必要があるのか。 

本市は、市外からも多くの通勤者や通学者などの交流人口

がいます。市政運営は定住者のためだけに行うものではな

いため、このような交流的に関わる人々から意見を聴くことも

必要であり、市民の定義には本市に関わる人々や団体など

を含めています。 

 「３．市民は主権者として市政へ参加す

る権利を有する。」という文章を追記し

て、市政参加は与えられた権利ではな

く、市民に与えられるべき権利という表

現がよい。 

市民がまちづくりに参加する権利は自治基本条例の有無に

関わらず、市民にとって既得のものであり、本案では、その

権利を生かすための規定を記載しています。 

 市政参加は、すべての政策が対象とな

るのか。 

より多くの施策に市政参加が行われることが必要と考えます

が、対象となる施策はその内容等を踏まえて判断すべきも

のと考えます。 

 多くの市民が市政に参加できるように、

特定の市民が複数回参加することを制

限するような仕組みが必要。 

限られた市民だけではなく、より多くの市民の多様な意見を

聴取することは大切なことだと考えており、第 16 条第 2 項に

おいて、より多くの市民の市政参加が可能となる仕組みの

工夫に努めることとしています。 

 「４．政策立案時に委員会や協議会を

設ける場合は、検討会・委員会等の定

足数の１／３は公募市民とすること。」を

追記した方がよい。 

現在でも、検討会等に公募市民を委員として選任する場合

は、全委員の２０％以上を目標として取り組んでいますが、

専門的な知識を要する場合もあるため、すべての委員会等

の選任割合を一律に決めることは適当でないと考えます。 

第１７条（住

民投票）に

ついて 

住民投票の実施に必要な事項は、そ

の都度別に条例を制定して定めれば、

この条文は地方自治法の規定を援用

することで用は足りるので、削除して条

例を簡素にした方が全体の目的が明

確になる。 

住民投票そのものではなく、住民投票を行う以前に住民に

適切な情報を提供して、その意見を把握する必要があること

や、住民投票を行うときも、住民が判断するに足る十分な情

報を公正に提供することの重要性を規定しています。 

 「その都度別に条例で定める」の前に、

基本的に地方自治法に則ることを追記

すべき。 

当然のことであり、改めて条例に規定する必要はないと考え

ます。 

 住民投票については、市民の権利がま

ったく保障されていない。 

市民のまちづくりに参加する権利の一つとして、住民投票に

関する規定を設けています。 

 住民投票は市政への直接参加の方法

の一つとして今後増える傾向が考えら

れるが、慎重な運用が求められる。 

本案では、情報を住民に適切に提供し、住民の意見を把握

した上で十分な検討してもなお直接住民の意思を確認する

必要がある場合に住民投票ができるとしており、住民投票の

実施に当たっては、十分な議論があることを前提としていま

す。また、住民投票の実施に当たっては、その都度必要な

事項を条例で定めることとしており、その条例制定の場面で

も十分な議論が行われることが想定されます。 
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第１８条（条

例の周知及

び取組等）

について 

「その趣旨」とはどのようなものか。 「条例の条項として直接規定はされていないが、条項に規

定された内容を実現するために実施する取組」を『その趣旨

を踏まえた取組』として想定しています。ご意見を踏まえ、よ

り分かりやすい表現に修正します。 

第１９条（条

例の見直

し）につい

て 

見直しの手法、特に採決の方法の明

記が必要ではないか。 

この条例のあり方については、常に、市民・議会・行政（市の

執行機関）がそれぞれの視点から問い直し、条文の加除修

正を行いながら、より小田原市にふさわしい条例にしていく

ことが重要であると考えていることから、見直しの期限や具

体的な方法などの手続きは定めていません。 

 条例の見直しについては、市だけでは

なく市民自身がどんどん見直していけ

る手法が必要。 

条例の見直しに当たっては市政参加の手法を用いて検討

することとしており、見直しには市民の意見が反映される規

定としています。 

 時勢に合わなくなった場合は、大胆に

見直しを実施することを要請する。 

本市の状況等に合わせて、条例の内容を見直していくこと

は重要なことだと考えます。 

その他 市議会でも「議会基本条例」を検討中

ということだが、進捗状況等はどうなっ

ているのか。 

議員によって組織された議会基本条例検討委員会で、検討

が行われています。 

 わかりやすい言葉で条文が書かれて

おり、検討委員の皆さんが力を尽くして

まとめられたのがよくわかる。この条例

により、協働のまちをつくっていけるよう

にしていきたいと、改めて感じた。 

自治基本条例を本市の自治の進め方の基礎として市の施

策を進めていきます。 

 委員長はじめ委員の方々のご努力に

一住民として感謝する。 

目的が、生き生きと暮らせるだけでは

弱いのではないかと思う。個人と全体

の関係性を平易な言葉で表現すること

はできないか。また、ひとりひとりの尊厳

を尊重しながら、共に生き共に死ぬ仲

間としての市民自治を行うと謳うことは

できないか。 

自治基本条例を本市の自治の進め方の基礎として市の施

策を進めていきます。 

自治の担い手がお互いに尊重し、対話し、連携し、協力し

合いながら、それぞれの役割を果たすことで、市民がより一

層生き生きと暮らし続けることができるまちが実現できると考

えています。 

 子どもの育成の観点からすると、家庭

や家族の影響が非常に大きいと考え

る。 

子どもの育成に関して家庭や家族が大事ということは、ご意

見のとおりと考えます。 

 「自治の担い手」が市民と市の執行機

関を指すならば、議会は自治の担い手

に含まれないのか。また、小田原市情

報公開条例の実施機関には土地開発

公社が入っている。整合させるべきで

はないか。 

自治の担い手は、「市民」「議会」「行政（市の執行機関）」と

しています。これについては、より分かりやすくするために前

文に記載します。また、情報公開条例で定義している「実施

機関」は、その保有する公文書の公開を義務付ける組織と

して定義したものであり、本案の自治の担い手の定義とは異

なります。 

 ネット社会と言われるが、実際市民のう

ち、どのくらいの人がインターネットを利

用しているか、調査はしたのか。 

本条例には直接関係がないご意見として承ります。インター

ネットの利用状況の調査は行っていませんが、メールやホー

ムページが閲覧できる携帯電話の普及等により、インターネ

ットの利用は急速に拡大していると考えています。ただし、

情報の受発信の方法としてインターネットを通して行うだけ

で良いとは考えておりません。引き続き、広報紙や掲示板、

自治会を通じての回覧、電話、ファックス、手紙なども適宜

適切に利用して情報の受発信を行ってまいります。 
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 この条例の施行後、今よりさらに市債が

増加しないようにしてください。 

現在も市債の抑制を図っており、今後も引き続き市債残高

を減らすべく努力してまいります。 

 

 


